
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人高橋峯生の上告理由について

　一　所論は、自動車及びその部品の輸入等を目的とする日本法人である上告会社

からドイツ連邦共和国在住の日本人である被上告人に対する本件預託金請求につき、

我が国の国際裁判管轄を否定した原審の判断の違法をいうものであるところ、記録

によって認められる事実関係の概要は、次のとおりである。

　１　被上告人は、昭和四〇年ころからドイツ連邦共和国内に居住し、フランクフ

ルト市を本拠として営業活動を行ってきた。

　２　上告会社と被上告人は、昭和六二年一二月一日、フランクフルト市において、

上告会社が被上告人に欧州各地からの自動車の買い付け、預託金の管理、代金の支

払、車両の引取り及び船積み、市場情報の収集等の業務を委託することを内容とす

る契約（以下「本件契約」という。）を締結した。

　３　上告会社は、被上告人の求めにより、本件契約に基づく自動車の買い付けの

ための資金として、昭和六二年一一月二六日及び同年一二月七日に、被上告人の指

定したドイツ連邦共和国内の銀行の預金口座に合計九一七四万七一三八円を送金し

た。本件契約には、被上告人が上告会社から預託された金員の支出内容を毎月上告

会社に報告すべき旨が定められていた。

　４　その後、上告会社は、次第に被上告人による預託金の管理に不信感を募らせ、

信用状によって自動車代金の決済を行うことを被上告人に提案し、被上告人に対し

て預託金の返還を求めた。ところが、被上告人がこれに応じなかったため、上告会

社は、その本店所在地が右預託金返還債務の義務履行地であるとして、右預託金の
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残金二四九六万〇〇八一円及びこれに対する遅延損害金の支払を求める本件訴訟を

千葉地方裁判所に提起した。

　５　これに対し、被上告人は、本件訴訟において、我が国の国際裁判管轄を否定

すべき旨を主張するとともに、本件契約に基づいて被上告人が買い付けた自動車代

金の支払のための信用状の到着が遅れたことから、右自動車の買付先であるドイツ

連邦共和国内の業者に対する違約金の支払を免れるため、上告会社の了解を得ずに

右預託金の一部を右業者に払い渡したことがあったが、その後これを回収して所定

の預金口座に入金した旨などを記載した書面等を書証として提出している。

　６　本件契約において、我が国内の地を債務の履行場所とし、又は準拠法を日本

法とする旨の明示の合意はされていない。

　二　被告が我が国に住所を有しない場合であっても、我が国と法的関連を有する

事件について我が国の国際裁判管轄を肯定すべき場合のあることは、否定し得ない

ところであるが、どのような場合に我が国の国際裁判管轄を肯定すべきかについて

は、国際的に承認された一般的な準則が存在せず、国際的慣習法の成熟も十分では

ないため、当事者間の公平や裁判の適正・迅速の理念により条理に従って決定する

のが相当である（最高裁昭和五五年（オ）第一三〇号同五六年一〇月一六日第二小

法廷判決・民集三五巻七号一二二四頁、最高裁平成五年（オ）第七六四号同八年六

月二四日第二小法廷判決・民集五〇巻七号一四五一頁参照）。そして、我が国の民

訴法の規定する裁判籍のいずれかが我が国内にあるときは、原則として、我が国の

裁判所に提起された訴訟事件につき、被告を我が国の裁判権に服させるのが相当で

あるが、我が国で裁判を行うことが当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期すると

いう理念に反する特段の事情があると認められる場合には、我が国の国際裁判管轄

を否定すべきである。

　　これを本件についてみると、上告会社は、本件契約の効力についての準拠法は
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日本法であり、本訴請求に係る預託金返還債務の履行地は債権者が住所を有する我

が国内にあるとして、義務履行地としての我が国の国際裁判管轄を肯定すべき旨を

主張するが、前記事実関係によれば、本件契約は、ドイツ連邦共和国内で締結され、

被上告人に同国内における種々の業務を委託することを目的とするものであり、本

件契約において我が国内の地を債務の履行場所とすること又は準拠法を日本法とす

ることが明示的に合意されていたわけではないから、本件契約上の債務の履行を求

める訴えが我が国の裁判所に提起されることは、被上告人の予測の範囲を超えるも

のといわざるを得ない。また、被上告人は、二〇年以上にわたり、ドイツ連邦共和

国内に生活上及び営業上の本拠を置いており被上告人が同国内の業者から自動車を

買い付け、その代金を支払った経緯に関する書類など被上告人の防御のための証拠

方法も、同国内に集中している。他方、上告会社は同国から自動車等を輸入してい

た業者であるから、同国の裁判所に訴訟を提起させることが上告会社に過大な負担

を課することになるともいえない。右の事情を考慮すれば、我が国の裁判所におい

て本件訴訟に応訴することを被上告人に強いることは、当事者間の公平、裁判の適

正・迅速を期するという理念に反するものというべきであり、本件契約の効力につ

いての準拠法が日本法であるか否かにかかわらず、本件については、我が国の国際

裁判管轄を否定すべき特段の事情があるということができる。したがって、本件預

託金請求につき、我が国の国際裁判管轄を否定した原審の判断は、結論において是

認することができ、原判決に所論の違法はない。論旨は採用することができない。

よって、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員一致の意見で、主文

のとおり判決する。

　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　山　　　口　　　　　　　繁

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　園　　　部　　　逸　　　夫
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　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　千　　　種　　　秀　　　夫

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　尾　　　崎　　　行　　　信

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　元　　　原　　　利　　　文
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